大阪府が、府民のための広域的・先導的役割を果たして「脱原発と自然エネルギーの拡大」、「安全・安心のまちづくり」、「福祉・教育の充実」で人にやさしい大阪に
――　大阪市、府内市町村とも協力して　――
２０１１年９月１２日
宮原たけし

	　雇用、暮らし、中小企業支援で内需拡大、税収を増やすことを基本方向に、大企業にも社会的責任を果たしてもらう


１．脱原発と自然エネルギーの抜本的拡充
・原発ゼロへの行動計画を関電と国に求める。
　今年８月１８日　関電原発４基分のみ稼働。３３７／２９６６＝１１．４％（当初の計画は２２．８％）
・たとえば、１０年間で１０万戸の住宅に太陽光（熱）を（原発１期分の半分、すでに府内市町村に制度あり）。
・近畿の住宅太陽光は今でも原発の０．４基分（住宅用太陽光　３２万５２８６ｋｗ、大阪が全戸数の０．７％と近畿（福井県含む）で最低）。
・なお、大阪府　１日１２０９ｋｗ、市町村１９６１ｋｗが公共施設などで整備されている。
　（調査すれば、もっと取り組み例はある　―　高槻での例）
・府内の公共施設の耐震改修時や民間建設にできるだけ太陽光や雨水の利用、小風力発電などの設備設置を促す（高槻の関大キャンパス）。
・ペレットストーブの小型化や公共施設への普及。バイオコークス工場を当面府内にもう１カ所つくるなど、自然エネルギー拡大施策を探求する。
・必要な財源　太陽光で年１０億円、他に１０億円…。
２．安全・安心のまちづくりで仕事と雇用を増やす
・ベイエリアの地震対策と津波対策など、安全なまちづくり。旧ＷＴＣからの咲洲庁舎の撤退。
・住宅の耐震化
　府の予算、増えてきているが、約１億９千万円（耐震改修では１０００戸）。２０倍への組み替え動議（年間２万戸）を我々は出した。
　・　地震関連　予算を元に戻す １１事業　97億6840万→40億1200万（41%に）
　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ１９－太田知事時代）（Ｈ２３－橋下知事）
　河川の改修　３７河川で「安心川づくり計画」=２５０～２６０億円必要とされているのに、毎年８億円　→　せめて年２０億円に
・公立小中学校の耐震改修
　Ｈ２２（２０１０）年４月１日　府内６７％　大阪市９４％、全国は７３％　平成２７（２０１５）年までに必ず終了を。財政力の弱い市町村のために、府の無利子融資制度をつくる（年間１０億円×５年間）
・府立高校の耐震改修については、府教委は、２０１４（Ｈ２６）年度末までと１年繰り上げた。大阪府知事部局に府教委の計画を実行させる必要。
・橋梁の耐震改修
・府道の交差点改良＝予算は年間２００か所前後、１０倍にする
・水道管の耐震改修　府内全体で遅れている（３０％前後）。水道料金の卸売値下げを企業団に求め、１年約６０億円を、①水道料金の値下げ②技術者の確保③耐震改修にあてる。
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２０１０（平成２２）年４月以降、水道料金を値下げした市町村


・河川のしゅんせつの促進、しゅんせつの基準を堆積割合で２０％から以前の１５％に下げる。
３．教育・子育て支援を充実する
　①　中学校給食補助の充実（初期投資　１／２から２／３に）
　②　国にさきがけて、３５人学級を小３、中１に拡大する
　③　子ども医療費助成を小学校入学までに（府内では多くの市町村で義務教育終了まで可能になる）
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に国が予算を付けた。平成２２年比では、２９億円でできる）

少人数学級実施に係る必要教員数（小学校３年、中学校１年　実施）

　単位は億円、平成２２年度当初予算ベース（給与減額措置後

の額　小：７６６５千円、中：７８３９千円で算出。

３５人学級（小学校３年、中学校１年）

必要教員数（人）

必要人件費　※





※






　④　子ども家庭センターの専門職員の増員（２年で９人だが、もっと増やす必要あり、せめて２倍のペースで年９人－財源は職員の内部調整で）
　⑤　福祉作業所の補助金継続　ヒブワクチン、子宮頸がんワクチンなど
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　府の補助金対象施設を集計（※は中核市含む）

障がい者福祉作業所及び小規模通所授産施設の新サービス体系以降等状況


　　　他に定数内講師を３年間で３０００人解消する（年約１０億円か）
４．福祉の充実
　①　保育所（子育て支援）　　Ｈ２１、２２年　１２８億円　Ｈ２３年　１４６億円
　　　安心子ども基金もあり、ある程度建設が進んだが、それでも大阪市１０６０人、府全体４７８８　　人の待機児。基金も活用し、一気に待機児解消を（すでに安心子ども基金で保育所新設５３　　カ所、増改築６６で定数増４４９８人が実施。今年も１４６億円の予算枠）
　②　国保広域化をストップし、府も独自補助増額を
　　府内市町村の国保への一般会計からの法定外繰り入れは、Ｈ１２（２０００）年度約３４４億円、　Ｈ２１（０９）年度は約２９５億円に減っているが、なお巨額に上る。一方、大阪府の市町村国保　への補助は１１億５千万円。１世帯８００円にもならない。１９９６年（平成８年）は、４．６倍（約５３　億５千万円）あった。
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平成２年〜２２年度　府内各市町村国保保険者へ

の法定外補助金（決算ベース）



 EMBED Excel.Sheet.8  [image: image5.wmf]（補助金の内容）

事業助成補助金：

波及補助金：

国庫調整補助金：

・地方単独医療費助成制度の実施により、

増加する医療費の保険者負担分に対する

補助（補助率１／４）。

・精神通院。結核医療にかかる自己負担額

に対する任意給付を行う国保保険者に補

助（補助率１／４）や収納率対策事業、保健

事業等に対する補助金。

・平成１９年度からは、精神通院・結核医療

にかかる自己負担額に対する任意給付に

ついてのみ補助を実施。

※　事業助成補助金及び波及補助金につ

いては、国保組合への補助金を含んでい

る。国保組合への補助金が占める割合は、

事業助成補助金（平成２２年度）で２．３

１％、波及補助金（平成２１年度）で０．９

９％。

・地方単独医療費助成制度の実施に伴う国

庫負担金の減額分に対する補助（補助率１

／２）。


　　解決の根本は、国の市町村国保への補助金を１９８０年代半ばに段階的に戻すこと（医療費　の５％回復でも年約４００億円、１世帯年間１万円以上の値下げと累積赤字の解消に２５０億円使える）
　　大阪府の独自補助も増額し、たとえば医療費負担軽減（八尾、東大阪、高槻の各市で実施）　の２分の１補助する。
　③　救命救急予算を元に戻す（当面、３億５千万円）
　④　特養の建設や介護予防の強化（高齢者住宅改造予算の復活　２００３（平成１５）年度の実績、４億７８００万円の倍加）
５．ものづくり中小企業支援と商業予算の段階的復活、セーフティーネット融資への預託金復活　－（当面の財源　　精査中）
６．農林水産業の振興－大阪の自然を守り、食料自給率の大阪府の計画達成を（予算額精査中）
７．財源は財政調整基金（８９５億円－８月５日平成２２年度決算黒字からの繰り入れ含む）の４割活用を提案する（３５８億円）。また、国基金・交付金の活用（今年度１２６３億円）
８．ちなみに、わが等が当時の財政調整基金の約３分の１を活用した場合の予算組み替え案（３月１５日）　－年約２２２億円＋α　（中学校給食は２０１５（平成２７）年までの事業のため
	（１）暮らし応援、福祉充実
○　国保料　保険料引き下げ（３０００円×１５０万世帯）…４５億円
　　・低所得者の医療費減免（実施する市町村に１／２補助）…３０億円
○　子ども医療費助成（通院も就学前まで拡大）…２３億円
○　府的障害者団体への運営費の復活、街かどデイハウスへの支援復活…５億６０００万円
（２）府民の安全と教育
○　３５人以下学級（小学校３年と中学１年に拡大）
　　…（平成２３年度では前年度比、あと２０数億円、　今年度比では約４５億円支出を増やせば可能）
○　学校警備員…５億円
○　中学校給食市町村への初期投資を２／３に
　　…５年間の債務負担２４６億円を３３０億円に
○　千里究明救急センター　府独自補助復活
　　…３億５０００万円
（３）地震対策など
○　住宅の耐震改修（借家も改修に含める対策を）１億９０００万円を２０倍に…３８億円
○　河川の老朽護岸対策や（８億円から２０億円に）　２０億円
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　今回提案しているもので、この中に入っていないもの
　①　太陽光発電など、自然エネルギーの拡大　１０億円＋α
　②　地震関連予算、元に戻す　約５０億円
　③　橋梁の耐震改修や府道の段差解消、河川改修
　④　定数内講師（１０００人分）　約１０億円
　⑤　高齢者住宅改造の復活　約１０億円（２００３（平成１５）年度の倍）
　　　障害者のガイドヘルパー派遣事業の復活　７５００万円
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障害者のガイドヘルパー派遣事業

【大阪府地域生活支援事業市町村推進事業】


　⑥　ものづくり、商業振興、セーフティーネット融資預託金の復活
　　（①～⑥の合計で実質１００億円は超す見込み）
９．国に地方財源の確保を求める
　①　「三位一体改革」で、国が大阪から奪った　　地方財源（約１５００～１８００億円）を元に戻すよう求める
　②　資本金１０億円以上の大企業の税率を１９　　９７年当時の税率に段階的に（景気回復に応じて）戻すよう求める。年所得１億円以上の　　高額所得者の増税を求める。
10．何よりも、今までの提案で、大阪に今ある人、モノ、金が動くことで、雇用の安定、中小企業の仕事づくり、住宅販売なども活発になり、税収も増える（財政運営上の精査は必要）
　①　大阪市や府内市町村での「脱原発と自然エネルギーの拡大」「安全・安心のまちづくり」「福祉・教育の充実」の取り組みがすすみ、大阪全体が元気になる。
　②　要するに商品市場としても生産拠点としても魅力ある大阪をつくる。
　③　新しい大規模な交通インフラや開発は原則ゼロから見直す。
　雇用、暮らし、中小企業支援で内需拡大、税収を増やすことを基本方向に、大企業にも社会的責任を果たしてもらう
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				少人数学級実施に係る必要教員数（小学校３年、中学校１年　実施）

				（６３６人、人件費４９億円。ただし、今年度からは、小学校１年を３５人以下に国が予算を付けた。平成２２年比では、２９億円でできる）

						３５人学級（小学校３年、中学校１年）

						必要教員数（人）						必要人件費　※

						小学校		中学校		計		小学校		中学校		計

				大阪府計		260		378		636		20.0		29.5		49.5

				※		　単位は億円、平成２２年度当初予算ベース（給与減額措置後の額　小：７６６５千円、中：７８３９千円で算出。
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				平成２年～２２年度　府内各市町村国保保険者への法定外補助金（決算ベース）

				国民健康保険課

				単位：千円

				補助金名		２２年度
（見込み）		２１年度		２０年度		１９年度		１８年度		１７年度		１６年度		１５年度		１４年度		１３年度		１２年度		１１年度		１０年度		９年度		８年度		７年度		６年度		５年度		４年度		３年度		２年度

				事業助成補助金		267,186		258,772		237,756		199,556		299,553		358,685		385,547		377,511		387,666		465,000		520,000		505,000		505,000		505,000		625,000		625,000		625,000		625,000		625,000		585,000		585,000

				国庫調整補助金		887,169		899,586		767,109		842,584		982,201		1,283,907		1,298,088		1,303,221		1,445,968		1,461,586		1,457,965		1,594,492		1,656,214		2,149,252		2,050,500		1,934,361		1,831,408		1,715,218		1,439,674		941,744		920,942

				波及補助金		0		876,710		904,578		880,196		996,127		1,120,543		1,260,284		1,299,441		1,306,709		1,625,408		1,685,786		1,872,576		1,870,042		2,335,848		2,682,926		2,551,912		2,447,961		2,323,365		2,203,526		2,057,501		1,930,007

				計		1,154,355		2,035,068		1,909,443		1,922,336		2,277,881		2,763,135		2,943,919		2,980,173		3,140,343		3,551,994		3,663,751		3,972,068		4,031,256		4,990,100		5,358,426		5,111,273		4,904,369		4,663,583		4,268,200		3,584,245		3,435,949

						平成２年～２２年度　府内各市町村国保保険者への法定外補助金（決算ベース）

														国民健康保険課

														単位：千円

						補助金名		事業助成補助金		国庫調整補助金		波及補助金		計

						２２年度
（見込み）		267,186		887,169		0		1,154,355

						２１年度		258,772		899,586		876,710		2,035,068

						２０年度		237,756		767,109		904,578		1,909,443

						１９年度		199,556		842,584		880,196		1,922,336

						１８年度		299,553		982,201		996,127		2,277,881

						１７年度		358,685		1,283,907		1,120,543		2,763,135

						１６年度		385,547		1,298,088		1,260,284		2,943,919

						１５年度		377,511		1,303,221		1,299,441		2,980,173

						１４年度		387,666		1,445,968		1,306,709		3,140,343

						１３年度		465,000		1,461,586		1,625,408		3,551,994

						１２年度		520,000		1,457,965		1,685,786		3,663,751

						１１年度		505,000		1,594,492		1,872,576		3,972,068

						１０年度		505,000		1,656,214		1,870,042		4,031,256

						９年度		505,000		2,149,252		2,335,848		4,990,100

						８年度		625,000		2,050,500		2,682,926		5,358,426

						７年度		625,000		1,934,361		2,551,912		5,111,273

						６年度		625,000		1,831,408		2,447,961		4,904,369

						５年度		625,000		1,715,218		2,323,365		4,663,583

						４年度		625,000		1,439,674		2,203,526		4,268,200

						３年度		585,000		941,744		2,057,501		3,584,245

						２年度		585,000		920,942		1,930,007		3,435,949
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				「高齢者住宅改造補助」の補助実績について
（平成１５年度～２０年度）

				市町村向け補助金交付額と対象件数

				年度		補助金交付額				件数

				15		478,184		千円		1183		件

				16		439,093		千円		1173		件

				17		333,814		千円		980		件

				18		251,590		千円		794		件

				19		245,444		千円		754		件

				20		85,110		千円		382		件
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		障害者のガイドヘルパー派遣事業

		【大阪府地域生活支援事業市町村推進事業】

						決算額/千円

				平成１９年度		50,293

				平成２０年度		75,779

				平成２１年度		56,248

				平成２２年度		28,604
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				平成２年～２２年度　府内各市町村国保保険者への法定外補助金（決算ベース）

				国民健康保険課

				単位：千円

				補助金名		２２年度
（見込み）		２１年度		２０年度		１９年度		１８年度		１７年度		１６年度		１５年度		１４年度		１３年度		１２年度		１１年度		１０年度		９年度		８年度		７年度		６年度		５年度		４年度		３年度		２年度

				事業助成補助金		267,186		258,772		237,756		199,556		299,553		358,685		385,547		377,511		387,666		465,000		520,000		505,000		505,000		505,000		625,000		625,000		625,000		625,000		625,000		585,000		585,000

				国庫調整補助金		887,169		899,586		767,109		842,584		982,201		1,283,907		1,298,088		1,303,221		1,445,968		1,461,586		1,457,965		1,594,492		1,656,214		2,149,252		2,050,500		1,934,361		1,831,408		1,715,218		1,439,674		941,744		920,942

				波及補助金		0		876,710		904,578		880,196		996,127		1,120,543		1,260,284		1,299,441		1,306,709		1,625,408		1,685,786		1,872,576		1,870,042		2,335,848		2,682,926		2,551,912		2,447,961		2,323,365		2,203,526		2,057,501		1,930,007

				計		1,154,355		2,035,068		1,909,443		1,922,336		2,277,881		2,763,135		2,943,919		2,980,173		3,140,343		3,551,994		3,663,751		3,972,068		4,031,256		4,990,100		5,358,426		5,111,273		4,904,369		4,663,583		4,268,200		3,584,245		3,435,949

						平成２年～２２年度　府内各市町村国保保険者への法定外補助金（決算ベース）

																		※　事業助成補助金及び波及補助金については、国保組合への補助金を含んでいる。国保組合への補助金が占める割合は、事業助成補助金（平成２２年度）で２．３１％、波及補助金（平成２１年度）で０．９９％。

														国民健康保険課

														単位：千円

						補助金名		事業助成補助金		国庫調整補助金		波及補助金		計

						２２年度
（見込み）		267,186		887,169		0		1,154,355

						２１年度		258,772		899,586		876,710		2,035,068				（補助金の内容）

						２０年度		237,756		767,109		904,578		1,909,443

						１９年度		199,556		842,584		880,196		1,922,336				事業助成補助金：				・地方単独医療費助成制度の実施に伴う国庫負担金の減額分に対する補助（補助率１／２）。

						１８年度		299,553		982,201		996,127		2,277,881

						１７年度		358,685		1,283,907		1,120,543		2,763,135

						１６年度		385,547		1,298,088		1,260,284		2,943,919				波及補助金：				・地方単独医療費助成制度の実施により、増加する医療費の保険者負担分に対する補助（補助率１／４）。

						１５年度		377,511		1,303,221		1,299,441		2,980,173

						１４年度		387,666		1,445,968		1,306,709		3,140,343

						１３年度		465,000		1,461,586		1,625,408		3,551,994				国庫調整補助金：				・精神通院。結核医療にかかる自己負担額に対する任意給付を行う国保保険者に補助（補助率１／４）や収納率対策事業、保健事業等に対する補助金。
・平成１９年度からは、精神通院・結核医療にかかる自己負担額に対する任意給付についてのみ補助を実施。

						１２年度		520,000		1,457,965		1,685,786		3,663,751

						１１年度		505,000		1,594,492		1,872,576		3,972,068

						１０年度		505,000		1,656,214		1,870,042		4,031,256

						９年度		505,000		2,149,252		2,335,848		4,990,100

						８年度		625,000		2,050,500		2,682,926		5,358,426

						７年度		625,000		1,934,361		2,551,912		5,111,273

						６年度		625,000		1,831,408		2,447,961		4,904,369

						５年度		625,000		1,715,218		2,323,365		4,663,583

						４年度		625,000		1,439,674		2,203,526		4,268,200

						３年度		585,000		941,744		2,057,501		3,584,245

						２年度		585,000		920,942		1,930,007		3,435,949

																		※　事業助成補助金及び波及補助金については、国保組合への補助金を含んでいる。国保組合への補助金が占める割合は、事業助成補助金（平成２２年度）で２．３１％、波及補助金（平成２１年度）で０．９９％。

																		（補助金の内容）

																		事業助成補助金：

																		・地方単独医療費助成制度の実施に伴う国庫負担金の減額分に対する補助（補助率１／２）。

																		波及補助金：

																		・地方単独医療費助成制度の実施により、増加する医療費の保険者負担分に対する補助（補助率１／４）。

																		国庫調整補助金：

																		・精神通院。結核医療にかかる自己負担額に対する任意給付を行う国保保険者に補助（補助率１／４）や収納率対策事業、保健事業等に対する補助金。
・平成１９年度からは、精神通院・結核医療にかかる自己負担額に対する任意給付についてのみ補助を実施。
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				障がい者福祉作業所及び小規模通所授産施設の新サービス体系以降等状況

						平成１８年
４月１日現在
施設数		平成１９年
４月１日現在
施設数		平成２０年
４月１日現在
施設数		平成２１年
４月１日現在
施設数		平成２２年
４月１日現在
施設数		平成２３年
４月１日現在
施設数

				障がい者福祉作業所		122		103		98		82		78		40

				身体　小規模通所授産施設		28		30		25		11		9		2

				知的　小規模通所授産施設		78		73		64		36		30		11

						81		76		65		46		42		19

				合　　　計		309		282		252		175		159		72

				　府の補助金対象施設を集計（※は中核市含む）
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				２０１０（平成２２）年４月以降、水道料金を値下げした市町村

				市町村名		改定率

				箕面市		基本料金のみ値下げ		基本料金のみ１９．３６％値下げ

				豊中市		-5.30%

				吹田市		口座振替割引制度の拡充		口座振替割引制度を１回５０円から１００円に増額

				摂津市		-1.00%

				茨木市		-17.70%

				高槻市		-2.30%

				島本町		-7.90%

				門真市		-2.14%

				四條畷市		-1.12%

				大東市		-4.70%

				東大阪市		-5.69%

				八尾市		-2.74%

				太子町		水道メーター使用料廃止		例：口径φ13　１００円→０円、φ20　１５０円→０円など

				大阪狭山市		-2.29%

				堺市		-3.90%

				高石市		-2.63%

				和泉市		-4.00%

				岸和田市		-9.95%






